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ADRの上昇により、日本人にとって旅行そのものが難しい時代へ

※本資料は、「不動産マーケットリサーチレポート（2024年7月発行・要約版）第6章／不動産賃貸市場・ホテル編」から一部抜粋し、
一般読者向けに加筆修正したものです。
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ADRの上昇が所得上昇を大きく上回り、日本人にとって旅行そのものが難しい時代へ

◼ 東京都のホテル延べ宿泊者数は、2022年12月に2019年水準を
上回り、足元では+40%前後で推移している。回復当初は、日本
人のリベンジ需要が寄与していたが、これは既に一巡している。足元で
は、ADR（客室単価）の上昇により、日本人延べ宿泊者数は抑制
されているが、外国人延べ宿泊者数は大きく増加し、足元のホテル需
要の成長に寄与している。

◼ 東京都の宿泊主体型ホテルのADRをみると、訪日外客数の堅調な
増加に加え、人手不足から稼働率よりもADRの引き上げを優先する
運営方針の定着や物価上昇分のADRへの転嫁により、上昇傾向が
続いている。こうしたADRの上昇が日本人のホテル需要を抑制してい
ると見ている。

◼ 今後、回復途上の中国人観光客の増加や経済成長の著しい東南
アジア圏旅行者の増加によって、ADRは可処分所得よりも強く上昇
を続けると予想される。そのため、日本人旅行者は、ホテルのダウング
レード、旅程の短縮化、日帰り旅行へのシフトといった宿泊費の削減
を強いられ、宿泊旅行は控えられる可能性がある。

◼ しかしながら、日本人宿泊客に依存しているホテルも未だ多い。そのよ
うなホテルでは、収益確保のためにADRの引き上げと同時に日本人
旅行者の集客が重要となる。そのため、リピーターや囲い込みのための
日本人向けの会員特典、付加サービスを充実させる、積極的なPRな
ど、様々な誘客施策が必要である。
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【東京都のホテル延べ宿泊者数の成長率とその属性別寄与度（2019年同月比）】

出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成

【東京都の宿泊主体型ホテルのADRと可処分所得の推移（2019年=100）】

出所）内閣府、Oxford Economicsをもとに三井住友トラスト基礎研究所作成

注）ADRの2024年は8月までの平均値、可処分所得の2024年は推計値。可処分所得は一人当たり。
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〒105-8574 東京都港区芝3-33-1 三井住友信託銀行芝ビル11階

https://www.smtri.jp
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当社発行「不動産マーケットリサーチレポート」のご案内

本レポートは、当社の有償レポート「不動産マーケットリサーチレポート（年２回発行）」をもとに、
一般の読者に向けて再編集したものです。将来予測を含む同有償レポートの内容および購入
につきましては、当社HP（https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html）をご
参照下さい。

【お問い合わせ】 投資調査部
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/

https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/
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